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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性基体上に感光層を有する電子写真用感光体において、
　前記感光層が、少なくとも樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤を含有し、該樹脂
バインダが下記一般式（１）で表される構造単位および下記一般式（２）で表される構造
単位のみの共重合物からなるポリカーボネート樹脂を含み、該電荷輸送材料が下記一般式
（３）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種を含み
、かつ、該添加剤が下記一般式（６）で表されるジエステル化合物のうちの少なくとも１
種を含むことを特徴とする電子写真用感光体。

（一般式（１）中、Ｒ１およびＲ２は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
炭素数１～１２のアルキル基、ハロゲン原子、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のア
リール基、または、炭素数１～１２のアルコキシ基であり、ｃは０～４の整数であり、Ｘ
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は、単結合、‐Ｏ‐、‐Ｓ‐、‐ＳＯ‐、‐ＣＯ‐、‐ＳＯ２‐または‐ＣＲ３Ｒ４‐（
Ｒ３およびＲ４は、同一であっても異なっていてもよく、炭素数１～１２のアルキル基、
ハロゲン化アルキル基、または、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のアリール基であ
る）、炭素数５～１２の置換若しくは無置換のシクロアルキリデン基、炭素数２～１２の
置換若しくは無置換のα，ωアルキレン基、‐９，９‐フルオレニリデン基、炭素数６～
１２の置換若しくは無置換のアリーレン基、または、炭素数６～１２のアリール基若しく
はアリーレン基を含有する２価の基であり、ｍ，ｎは各モノマーのモル比率を表す） 

（一般式（３）中、Ｒ５およびＲ６は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
置換若しくは非置換のアルキル基、または、メトキシ基であり、Ａｒ１，Ａｒ２，Ａｒ３

は同一であっても異なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアリー
ル基である）

（一般式（４）中、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一であっても異なっていてもよ
く、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）

（一般式（５）中、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４およびＲ１５は、同一であっても異
なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）
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（一般式（６）中、Ａは下記式（７）のうちのいずれかで表される有機基であり、Ｂは下
記式（８）のうちのいずれかで表される有機基である）

【請求項２】
　前記感光層が、感光体の最表面層をなす請求項１記載の電子写真用感光体。
【請求項３】
　前記感光層が、電荷発生層と電荷輸送層とを順次積層してなり、かつ、該電荷輸送層が
、前記ポリカーボネート樹脂、前記スチルベン化合物および前記ジエステル化合物を含有
する請求項１記載の電子写真用感光体。
【請求項４】
　前記一般式（１）中、Ｒ１およびＲ２がそれぞれ独立に水素原子またはメチル基であり
、かつ、Ｘがシクロヘキシリデン基である請求項１記載の電子写真用感光体。
【請求項５】
　前記共重合物における、前記一般式（１）で表される構造単位の共重合比が、１５モル
％以上９０モル％以下である請求項１記載の電子写真用感光体。
【請求項６】
　前記ジエステル化合物の含有量が、前記感光層の固形分の全量に対し、０．０５質量％
～２０質量％である請求項１記載の電子写真用感光体。
【請求項７】
　導電性基体上に塗布液を塗布して感光層を形成する工程を含む電子写真用感光体の製造
方法において、
　前記塗布液として、下記一般式（１）で表される構造単位および下記一般式（２）で表
される構造単位のみの共重合物からなるポリカーボネート樹脂、下記一般式（３）、（４
）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種、および、下記一般
式（６）で表されるジエステル化合物のうちの少なくとも１種を含有するものを用いるこ
とを特徴とする電子写真用感光体の製造方法。

（一般式（１）中、Ｒ１およびＲ２は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
炭素数１～１２のアルキル基、ハロゲン原子、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のア
リール基、または、炭素数１～１２のアルコキシ基であり、ｃは０～４の整数であり、Ｘ
は、単結合、‐Ｏ‐、‐Ｓ‐、‐ＳＯ‐、‐ＣＯ‐、‐ＳＯ２‐または‐ＣＲ３Ｒ４‐（
Ｒ３およびＲ４は、同一であっても異なっていてもよく、炭素数１～１２のアルキル基、
ハロゲン化アルキル基、または、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のアリール基であ
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る）、炭素数５～１２の置換若しくは無置換のシクロアルキリデン基、炭素数２～１２の
置換若しくは無置換のα，ωアルキレン基、‐９，９‐フルオレニリデン基、炭素数６～
１２の置換若しくは無置換のアリーレン基、または、炭素数６～１２のアリール基若しく
はアリーレン基を含有する２価の基であり、ｍ，ｎは各モノマーのモル比率を表す） 

（一般式（３）中、Ｒ５およびＲ６は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
置換若しくは非置換のアルキル基、または、メトキシ基であり、Ａｒ１，Ａｒ２，Ａｒ３

は同一であっても異なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアリー
ル基である）

（一般式（４）中、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一であっても異なっていてもよ
く、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）

（一般式（５）中、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４およびＲ１５は、同一であっても異
なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）
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（一般式（６）中、Ａは下記式（７）のうちのいずれかで表される有機基であり、Ｂは下
記式（８）のうちのいずれかで表される有機基である）

【請求項８】
　請求項１記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。
【請求項９】
　請求項２記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。
【請求項１０】
　請求項３記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。
【請求項１１】
　請求項４記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。
【請求項１２】
　請求項５記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。
【請求項１３】
　請求項６記載の電子写真用感光体を搭載したことを特徴とする電子写真装置。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電子写真方式のプリンター、複写機、ファックスなどに用いられる電子写真
用感光体（以下、単に「感光体」とも称する）、その製造方法および電子写真装置に関し
、特には、特定構造を有する樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤の組み合わせによ
り優れた耐摩耗性、光応答性および耐ガス性を備える電子写真用感光体、その製造方法お
よび電子写真装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　電子写真用感光体は、導電性基体上に、光導電機能を有する感光層を設置した構造を基
本構造とする。近年、電荷の発生や輸送を担う機能成分として有機化合物を用いる有機電
子写真用感光体について、材料の多様性や高生産性、安全性などの利点により、研究開発
が活発に進められ、複写機やプリンターなどへの適用が進められている。
【０００３】
　一般に、感光体には、暗所で表面電荷を保持する機能や、光を受容して電荷を発生する
機能、さらには、発生した電荷を輸送する機能が必要である。かかる感光体としては、こ
れらの機能を併せ持った単層の感光層を備えた、いわゆる単層型感光体と、主として光受
容時の電荷発生の機能を担う電荷発生層と、暗所で表面電荷を保持する機能および光受容
時に電荷発生層にて発生した電荷を輸送する機能を担う電荷輸送層とに機能分離した層を
積層した感光層を備えた、いわゆる積層型（機能分離型）感光体とがある。
【０００４】
　上記感光層は、電荷発生材料および電荷輸送材料と樹脂バインダとを有機溶剤に溶解あ
るいは分散させた塗布液を、導電性基体上に塗布することにより形成されるのが一般的で
ある。これら有機電子写真用感光体の、特に最表面となる層には、樹脂バインダとしてポ
リカーボネートを使用することが多く見られる。これは、ポリカーボネートが、紙との間
や、トナー除去のためのブレードとの間に生ずる摩擦に強く、可とう性に優れ、かつ、露
光の透過性が良いという特性を有するためである。中でも、樹脂バインダとしては、ビス
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フェノールＺ型ポリカーボネートが広く用いられている。樹脂バインダとして、かかるポ
リカーボネートを用いた技術は、例えば、特許文献１等に記載されている。その他にも、
これまでに、感光体表面の耐摩耗性を向上させるために、ポリカーボネート構造に関する
様々な検討が行われてきたが、十分なものとはいえなかった。 
【０００５】
　一方で、近年、オフィス内のネットワーク化による印刷枚数の増加や、電子写真による
軽印刷機の急発展等に伴い、電子写真方式の印字装置には、ますます高耐久性や高感度、
さらには高速応答性が求められるようになってきている。また、電子写真方式の印字装置
には、装置内で発生するオゾンやＮＯｘなどの気体に由来する影響や、使用環境（室温お
よび湿度）の変動による画像特性の変動等が小さいことも、強く要求されている。
【０００６】
　さらに、最近のカラープリンターの発展や普及率の向上に伴い、印字速度の高速化や装
置の小型化および省部材化が進んでおり、様々な使用環境への対応も求められている。カ
ラープリンターでは、トナーの色重ね転写や転写ベルトの採用によって、転写電流が増大
する傾向にあり、様々なサイズの用紙に印字する場合に、用紙サイズや紙間部での転写疲
労差が生じて、画像濃度差が助長される不具合がある。つまり、小サイズの用紙を多く印
字した場合、用紙が通過する感光体部分（通紙部）に対し、用紙が通過しない感光体部分
（非通紙部）は、転写の影響を直に受け続けることになって、転写疲労が大きくなる。そ
の結果、次に大サイズの用紙に印字した場合に、上記通紙部と非通紙部との転写疲労の相
違により、現像部に電位差が生じて、濃度差が現れる。転写電流の増大により、この傾向
はより顕著なものとなっている。このような状況の中、モノクロプリンターと比較して、
特にカラープリンターにおいて、繰り返し使用や使用環境（室温および湿度）の変動によ
る画像特性や電気特性の変動が小さく、かつ、転写回復性に優れた感光体に対する要求が
顕著に高まっており、従来の技術では、これらの要求を同時に十分には満足できなくなっ
てきている。
【０００７】
　また、特に、負帯電積層型感光体の耐摩耗性を向上するためには、最表面層である電荷
輸送層中の樹脂バインダの比率を高めることが必要であるが、その場合、相対的に電荷輸
送材料の比率が低下することで、電荷輸送層の電荷移動度が低下する。この問題を解決す
るためには、電荷輸送材料の電荷移動度を向上させる必要がある。さらに、樹脂バインダ
と電荷輸送材料との相溶性に配慮しつつ、樹脂バインダと電荷輸送材料との組合せの選択
および比率の調整を行うことも必要となる。
【０００８】
　また、装置内で発生する気体については、広く知られているものとしてオゾンが挙げら
れる。コロナ放電を行う帯電器やローラー帯電器によってオゾンが発生し、これが装置内
に残留または滞留するなどにより感光体がオゾンに曝露されると、感光体を構成する有機
物質が酸化されることで本来の構造が破壊され、感光体特性を著しく悪化させることが考
えられる。さらに、オゾンにより、空気中の窒素が酸化されてＮＯｘとなり、このＮＯｘ
が感光体を構成する有機物質を変性させることも考えられる。
【０００９】
　このような気体による感光体特性の悪化に関しては、感光体の最表面層そのものが侵さ
れるだけでなく、感光層内部に気体が流入することにより発生する悪影響も考えられる。
感光体の最表面層自体は、量の多少はあるが、前述の各種部材との摩擦により削り取られ
ることも考えられるが、感光層内部に有害気体が流入すると、感光層内の有機物質の構造
が破壊される可能性があるので、この有害気体の感光層内部への流入を抑えることも重要
な課題であるといえる。特に、感光体を複数本使用するタンデム方式のカラー電子写真装
置においては、装置内での感光体の設置位置などによって気体による影響の度合いに差が
生ずると、色調の変動が発生して、十分な画像を生成することに支障をきたすことが考え
られる。したがって、タンデム方式のカラー電子写真装置においては、気体による特性悪
化は、特に重要な課題であるといえる。
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【００１０】
　また、感光体の帯電時に生じるオゾンや窒素酸化物等により、感光体表面が汚染される
場合もある。この場合、汚染物質そのものによる画像流れの他、付着した物質が感光体表
面の潤滑性を低下させて、紙粉やトナーが付着し易くなり、ブレードの鳴きやめくれ、感
光体表面のキズなどが生じ易くなるという問題がある。
【００１１】
　これらの課題を解決するために、感光体の最表面層に係る改良技術が種々提案されてい
る。
【００１２】
　感光体表面の耐久性を向上するために、様々なポリカーボネート樹脂構造が提案されて
いる。例えば、特許文献２，３では、特定構造を含むポリカーボネート樹脂が提案されて
いるが、各種電荷輸送材料や添加剤との相溶性や、樹脂の溶解性に関する検討が十分でな
い。また、特許文献４では特定構造を含むポリカーボネート樹脂が提案されているが、嵩
高い構造を持つ樹脂はポリマー同士の空間が多く、帯電時放電物質や接触部材、異物など
が感光層に浸透しやすいので、十分な耐久性を得ることが困難である。さらに、特許文献
５では、耐刷性と塗工性とを向上させるために、特殊な構造を有するポリカーボネートが
提案されているが、組み合わせる電荷輸送材料や添加剤に関する記載が十分ではなく、長
期使用時における安定的な電気特性の維持が困難であるという課題があった。
【００１３】
　また、高応答性であって、キャリア移動度が高い様々な電荷輸送材料が提案されている
。例えば、特許文献６にはスチルベン誘導体、特許文献７にはトリス（４－スチリルフェ
ニル）アミン誘導体等が提案されている。しかし、これらの文献では、電荷輸送材料に組
み合わせる樹脂バインダや添加剤に関する十分な検討がなされておらず、動作環境の変化
や長期使用時の電気特性の維持、耐摩耗性の向上、耐汚染性の維持について、全て実現で
きるものではなかった。
【００１４】
　耐ガス性の向上に対しては、ヒンダードフェノール化合物やリン系化合物、硫黄系化合
物、アミン系化合物、ヒンダードアミン系化合物等の様々な添加剤が提案されている。し
かし、これらの技術では、十分な耐ガス性を示す感光体が得られていないか、または、耐
ガス性については満足な特性を示しても、樹脂や電荷輸送材料との組み合わせにより、電
気特性、例えば、応答性、画像メモリーや耐刷時における電位安定性等についても、満足
のいく結果となっていないのが現状である。一方で、本出願人らは、特許文献８，９にお
いてジエステル化合物を提案しているが、さらに、より適切な樹脂バインダと高移動度電
荷輸送材料とを組合せる検討を進めてきている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１５】
【特許文献１】特開昭６１－６２０４０号公報
【特許文献２】特開２００４－３５４７５９号公報
【特許文献３】特開平４－１７９９６１号公報
【特許文献４】特開２００４－８５６４４号公報
【特許文献５】特開平３－２７３２５６号公報
【特許文献６】特開昭５９－２１６８５３号公報
【特許文献７】特開２０１２－２７１３９号公報
【特許文献８】国際公開第２０１１／１０８０６４号パンフレット
【特許文献９】特開２００７－２７９４４６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１６】
　上述のように、感光体の表面層の改良に関しては、従来より種々の技術が提案されてい
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る。しかしながら、これらの特許文献に記載された技術は、いずれも光応答性などの電気
特性や耐磨耗性、耐ソルベントクラック性の全てにおいて十分なものではなかった。
【００１７】
　そこで、本発明の目的は、高光応答性であって、繰返し使用しても電気特性が安定であ
り、かつ、高耐久性である電子写真用感光体を提供することにある。より具体的には、本
発明の目的は、特定構造を有する樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤の組み合わせ
により、優れた耐摩耗性や応答性、耐ガス性を有する電子写真用感光体、その製造方法お
よび電子写真装置を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１８】
　本発明者らは、上記課題を解決するために、感光層の組成につき鋭意検討した結果、特
定の構造単位を含むポリカーボネートを樹脂バインダとして、これに、特定の電荷輸送材
料と特定の添加剤とを組合わせて用いることにより、耐久性が向上されるとともに、高光
応答性を有し、かつ、電気特性に優れた電子写真用感光体が実現できることを見出して、
本発明を完成するに至った。
【００１９】
　すなわち、本発明の電子写真用感光体は、導電性基体上に感光層を有する電子写真用感
光体において、
　前記感光層が、少なくとも樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤を含有し、該樹脂
バインダが下記一般式（１）で表される構造単位および下記一般式（２）で表される構造
単位のみの共重合物からなるポリカーボネート樹脂を含み、該電荷輸送材料が下記一般式
（３）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種を含み
、かつ、該添加剤が下記一般式（６）で表されるジエステル化合物のうちの少なくとも１
種を含むことを特徴とするものである。

（一般式（１）中、Ｒ１およびＲ２は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
炭素数１～１２のアルキル基、ハロゲン原子、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のア
リール基、または、炭素数１～１２のアルコキシ基であり、ｃは０～４の整数であり、Ｘ
は、単結合、‐Ｏ‐、‐Ｓ‐、‐ＳＯ‐、‐ＣＯ‐、‐ＳＯ２‐または‐ＣＲ３Ｒ４‐（
Ｒ３およびＲ４は、同一であっても異なっていてもよく、炭素数１～１２のアルキル基、
ハロゲン化アルキル基、または、炭素数６～１２の置換若しくは無置換のアリール基であ
る）、炭素数５～１２の置換若しくは無置換のシクロアルキリデン基、炭素数２～１２の
置換若しくは無置換のα，ωアルキレン基、‐９，９‐フルオレニリデン基、炭素数６～
１２の置換若しくは無置換のアリーレン基、または、炭素数６～１２のアリール基若しく
はアリーレン基を含有する２価の基であり、ｍ，ｎは各モノマーのモル比率を表す） 
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（一般式（３）中、Ｒ５およびＲ６は、同一であっても異なっていてもよく、水素原子、
置換若しくは非置換のアルキル基、または、メトキシ基であり、Ａｒ１，Ａｒ２，Ａｒ３

は同一であっても異なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアリー
ル基である）

（一般式（４）中、Ｒ７、Ｒ８、Ｒ９およびＲ１０は、同一であっても異なっていてもよ
く、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）

（一般式（５）中、Ｒ１１、Ｒ１２、Ｒ１３、Ｒ１４およびＲ１５は、同一であっても異
なっていてもよく、水素原子、または、置換若しくは非置換のアルキル基である）

（一般式（６）中、Ａは下記式（７）のうちのいずれかで表される有機基であり、Ｂは下
記式（８）のうちのいずれかで表される有機基である）
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【００２０】
　本発明において好適には、前記感光層が、感光体の最表面層をなすものとする。また、
本発明においては、前記感光層が、電荷発生層と電荷輸送層とを順次積層してなり、かつ
、該電荷輸送層が、前記ポリカーボネート樹脂、前記スチルベン化合物および前記ジエス
テル化合物を含有することが好ましい。さらに、本発明の感光体においては、前記一般式
（１）中、Ｒ１およびＲ２がそれぞれ独立に水素原子またはメチル基であり、かつ、Ｘが
シクロヘキシリデン基であることが好ましい。さらにまた、本発明の感光体においては、
前記共重合物における、前記一般式（１）で表される構造単位の共重合比が、１５モル％
以上９０モル％以下であることが好ましい。さらにまた、前記ジエステル化合物の含有量
は、前記感光層の固形分の全量に対し、好適には、０．０５質量％～２０質量％である。
【００２１】
　また、本発明の電子写真用感光体の製造方法は、導電性基体上に塗布液を塗布して感光
層を形成する工程を含む電子写真用感光体の製造方法において、
　前記塗布液として、上記一般式（１）で表される構造単位および上記一般式（２）で表
される構造単位のみの共重合物からなるポリカーボネート樹脂、上記一般式（３）、（４
）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種、および、上記一般
式（６）で表されるジエステル化合物のうちの少なくとも１種を含有するものを用いるこ
とを特徴とするものである。
【００２２】
　さらに、本発明の電子写真装置は、上記本発明の電子写真用感光体を搭載したことを特
徴とするものである。
【発明の効果】
【００２３】
　本発明によれば、感光層の樹脂バインダとして上記特定の構造単位を含むポリカーボネ
ート樹脂を使用するとともに、これに、特定の電荷輸送材料と特定の添加剤とを組合わせ
て用いたことにより、感光体の電子写真特性を維持しつつ、高光応答性、耐ガス性および
耐ソルベントクラック性に優れ、環境特性が良好である感光体を実現することが可能とな
った。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】（ａ）～（ｃ）は、本発明の電子写真用感光体の一例を示す模式的断面図である
。
【図２】本発明の電子写真装置の一例を示す概略構成図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明の実施の形態について、図面を用いて詳細に説明する。本発明は、以下の
説明により何ら限定されるものではない。
【００２６】
　電子写真用感光体は、積層型（機能分離型）感光体としての、いわゆる負帯電積層型感
光体および正帯電積層型感光体と、主として正帯電型で用いられる単層型感光体とに大別
される。図１は、本発明の一実施例の電子写真用感光体を示す模式的断面図であり、（ａ
）は負帯電型の積層型電子写真用感光体、（ｂ）は正帯電型の単層型電子写真用感光体、
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（ｃ）は正帯電型の積層型電子写真用感光体を夫々示している。図示するように、負帯電
積層型感光体においては、導電性基体１の上に、下引き層２と、電荷発生機能を備える電
荷発生層３および電荷輸送機能を備える電荷輸送層４を有する感光層とが、順次積層され
ている。一方、正帯電単層型感光体においては、導電性基体１の上に、下引き層２と、電
荷発生および電荷輸送の両機能を併せ持つ単層型の感光層５とが順次積層されている。さ
らに、正帯電積層型感光体においては、導電性基体１の上に、下引き層２と、電荷輸送機
能を備える電荷輸送層４と電荷発生および電荷輸送の両機能を備える電荷発生層３を有す
る感光層とが、順次積層されている。なお、いずれのタイプの感光体においても、下引き
層２は必要に応じ設ければよい。また、本発明の「感光層」は、電荷発生層および電荷輸
送層を積層した積層型感光層と、単層型感光層との両方を含む。
【００２７】
　本発明の感光体においては、感光層が、少なくとも樹脂バインダ、電荷輸送材料および
添加剤を含有し、樹脂バインダが上記一般式（１）で表される構造単位と上記一般式（２
）で表される構造単位との共重合物からなるポリカーボネート樹脂を含み、電荷輸送材料
が上記一般式（３）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくと
も１種を含み、かつ、添加剤が上記一般式（６）で表されるジエステル化合物のうちの少
なくとも１種を含む点に特徴を有する。これにより、本発明の所期の効果を得ることがで
きる。特には、本発明は、上記ポリカーボネート樹脂、スチルベン化合物およびジエステ
ル化合物を含む感光層が、感光体の最表面層である場合において、より効果的である。
【００２８】
　本発明の感光体は、導電性基体上に、少なくとも感光層を有するものであればよいが、
好適には、感光層が、少なくとも電荷発生層と電荷輸送層とを備える積層型であるものと
する。この場合、本発明の感光体は、好適には、図１に示すような、電荷発生層と電荷輸
送層とが、この順に導電性基体上に積層されてなる負帯電積層型感光体であって、感光体
の最表面層を構成する電荷輸送層が、上記特定構造を有するポリカーボネート樹脂、スチ
ルベン化合物およびジエステル化合物を含むものとする。
【００２９】
（負帯電積層型感光体）
　導電性基体１は、感光体の電極としての役目を有すると同時に、感光体を構成する各層
の支持体ともなるものであり、円筒状や板状、フィルム状などのいずれの形状でもよい。
導電性基体１の材質としては、アルミニウムやステンレス鋼、ニッケルなどの金属類、あ
るいは、ガラスや樹脂などの表面に導電処理を施したもの等を使用することができる。
【００３０】
　下引き層２は、樹脂を主成分とする層や、アルマイトなどの金属酸化皮膜からなるもの
である。かかる下引き層２は、導電性基体１から感光層への電荷の注入性を制御するため
、または、導電性基体１の表面の欠陥の被覆、感光層と導電性基体１との接着性の向上な
どの目的で、必要に応じて設けられる。下引き層２に用いられる樹脂材料としては、カゼ
イン、ポリビニルアルコール、ポリアミド、メラミン、セルロースなどの絶縁性高分子、
ポリチオフェン、ポリピロール、ポリアニリンなどの導電性高分子が挙げられ、これらの
樹脂は、単独、あるいは適宜組み合わせて混合して用いることができる。また、これらの
樹脂に、二酸化チタンや酸化亜鉛などの金属酸化物を含有させて用いてもよい。
【００３１】
　電荷発生層３は、電荷発生材料の粒子を樹脂バインダ中に分散させた塗布液を塗布する
などの方法により形成され、光を受容して電荷を発生する。また、その電荷発生効率が高
いことと同時に、発生した電荷の電荷輸送層４への注入性が重要であり、電場依存性が少
なく、低電場でも注入の良いことが望ましい。
【００３２】
　電荷発生材料としては、Ｘ型無金属フタロシアニン、τ型無金属フタロシアニン、α型
チタニルフタロシアニン、β型チタニルフタロシアニン、Ｙ型チタニルフタロシアニン、
γ型チタニルフタロシアニン、アモルファス型チタニルフタロシアニン、ε型銅フタロシ
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アニンなどのフタロシアニン化合物、各種アゾ顔料、アントアントロン顔料、チアピリリ
ウム顔料、ペリレン顔料、ペリノン顔料、スクアリリウム顔料、キナクリドン顔料等を単
独、または適宜組み合わせて用いることができ、画像形成に使用される露光光源の光波長
領域に応じて好適な物質を選ぶことができる。電荷発生層３における電荷発生材料の含有
量は、電荷発生層３中の固形分に対して、好適には８０～２０質量％、より好適には３０
～７０質量％である。
【００３３】
　電荷発生層３の樹脂バインダとしては、ポリカーボネート樹脂、ポリエステル樹脂、ポ
リアミド樹脂、ポリウレタン樹脂、塩化ビニル樹脂、酢酸ビニル樹脂、フェノキシ樹脂、
ポリビニルアセタール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリスチレン樹脂、ポリスルホ
ン樹脂、ジアリルフタレート樹脂、メタクリル酸エステル樹脂の重合体および共重合体な
どを適宜組み合わせて使用することが可能である。電荷発生層３における樹脂バインダの
含有量は、電荷発生層３中の固形分に対して、好適には２０～８０質量％、より好適には
３０～７０質量％である。
【００３４】
　電荷発生層３は電荷発生機能を有すればよいので、その膜厚は電荷発生材料の光吸収係
数により決まり、一般的には１μｍ以下であり、好適には０．５μｍ以下である。電荷発
生層３は、電荷発生材料を主体として、これに電荷輸送材料などを添加して形成すること
も可能である。
【００３５】
　電荷輸送層４は、主として樹脂バインダと、電荷輸送材料と、添加剤とにより構成され
る。本発明において、電荷輸送層４の樹脂バインダとしては、上記一般式（１）および（
２）で表される構造単位の共重合物からなるポリカーボネート樹脂を用いることが必要で
ある。以下に、上記一般式（１）および（２）で表される構造単位の共重合物の具体例を
示す。但し、本発明に係る共重合ポリカーボネート樹脂は、この例示構造のものに限定さ
れるものではない。なお、下記式中、ｍとｎとの比率は、ｍとｎとの合計量を１００モル
％としたとき、ｍが通常１５～９０モル％、好適には２５～７５モル％、より好適には３
０～６０モル％となるよう選定する。

【００３６】
　また、本発明に係る上記ポリカーボネート樹脂の粘度平均分子量は、好適には１０００
０～１０００００であり、より好適には２００００～７００００であり、さらに好適には
４００００～６００００である。
【００３７】
　本発明において、電荷輸送層４の樹脂バインダとしては、上記共重合ポリカーボネート
樹脂を単独で使用してもよく、また、他の樹脂と混合して用いてもよい。かかる他の樹脂
としては、上記共重合ポリカーボネート樹脂以外の、ビスフェノールＡ型、ビスフェノー
ルＺ型、ビスフェノールＡ型－ビフェニル共重合体、ビスフェノールＺ型－ビフェニル共
重合体などの各種ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリ
ビニルアセタール樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、塩化ビ
ニル樹脂、酢酸ビニル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、アクリル樹脂、ポ
リウレタン樹脂、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリ
スチレン樹脂、ポリアセタール樹脂、他のポリアリレート樹脂、ポリスルホン樹脂、メタ
クリル酸エステルの重合体およびこれらの共重合体などを用いることができる。さらに、
分子量の異なる同種の樹脂を混合して用いてもよい。
【００３８】
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　電荷輸送層４における樹脂バインダの含有量は、電荷輸送層４中の固形分に対して、好
適には１０～９０質量％、より好適には２０～８０質量％である。
【００３９】
　電荷輸送層４の電荷輸送材料としては、上記一般式（３）、（４）または（５）で表さ
れるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種を用いる。以下に、本発明に係る一般式（
３）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物の構造例を示す。但し、本発明に
おいて使用される化合物は、これらに限定されるものではない。
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【００４０】
　電荷輸送層４における電荷輸送材料の含有量は、電荷輸送層４中の固形分に対して、好
適には１０～９０質量％、より好適には２０～８０質量％、さらに好適には３０～６０質
量％である。
【００４１】
　電荷輸送層４の電荷輸送材料としては、上記一般式（３）、（４）または（５）で表さ
れるスチルベン化合物とともに、ヒドラゾン化合物、ピラゾリン化合物、ピラゾロン化合
物、オキサジアゾール化合物、オキサゾール化合物、アリールアミン化合物、ベンジジン
化合物、他のスチルベン化合物、スチリル化合物、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリ
シラン等を、適宜組合せて使用することができる。電荷輸送層４において上記一般式（３
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）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物と組合せて使用する場合、これら電
荷輸送材料の含有量は、上記一般式（３）、（４）または（５）で表されるスチルベン化
合物に対して好適には０～９０質量％、より好適には０～８０質量％、さらに好適には１
０～８０質量％である。
【００４２】
　電荷輸送層４の添加剤としては、上記一般式（６）で表されるジエステル化合物を用い
ることが必要である。以下に、本発明に係る上記一般式（６）で示されるジエステル化合
物の構造例を示す。但し、本発明において使用される化合物は、これらに限定されるもの
ではない。

【００４３】
　電荷輸送層４における上記添加剤の含有量は、電荷輸送層４中の固形分に対して、好適
には０．０５～２０質量％、より好適には０．１～２０質量％、さらに好適には０．５～
１０質量％、特に好適には５～１０質量％である。
【００４４】
　なお、電荷輸送層４の膜厚は、実用上有効な表面電位を維持するためには３～５０μｍ
の範囲が好ましく、１５～４０μｍの範囲がより好ましい。
【００４５】
（単層型感光体）
　本発明において、単層型の場合の感光層５は、主として電荷発生材料、正孔輸送材料、
電子輸送材料（アクセプター性化合物）および樹脂バインダからなる。
【００４６】
　電荷発生材料としては、例えば、フタロシアニン系顔料、アゾ顔料、アントアントロン
顔料、ペリレン顔料、ペリノン顔料、多環キノン顔料、スクアリリウム顔料、チアピリリ
ウム顔料、キナクリドン顔料等を使用することができる。これら電荷発生材料は、単独で
、または、２種以上を組み合わせて使用することが可能である。特に、本発明の電子写真
用感光体には、アゾ顔料としては、ジスアゾ顔料、トリスアゾ顔料、ペリレン顔料として
は、Ｎ，Ｎ’－ｂｉｓ（３，５－ｄｉｍｅｔｈｙｌｐｈｅｎｙｌ）－３，４：９，１０－
ｐｅｒｙｌｅｎｅ－ｂｉｓ（ｃａｒｂｏｘｙｉｍｉｄｅ）、フタロシアニン系顔料として
は、無金属フタロシアニン、銅フタロシアニン、チタニルフタロシアニンが好ましい。さ
らには、Ｘ型無金属フタロシアニン、τ型無金属フタロシアニン、ε型銅フタロシアニン
、α型チタニルフタロシアニン、β型チタニルフタロシアニン、Ｙ型チタニルフタロシア
ニン、アモルファスチタニルフタロシアニン、特開平８－２０９０２３号公報、米国特許
第５７３６２８２号明細書ならびに米国特許第５８７４５７０号明細書に記載のＣｕＫα
：Ｘ線回析スペクトルにてブラッグ角２θが９．６°を最大ピークとするチタニルフタロ
シアニンを用いると、感度、耐久性および画質の点で著しく改善された効果を示す。電荷
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発生材料の含有量は、単層型感光層５の固形分に対して、好適には０．１～２０質量％、
より好適には０．５～１０質量％である。
【００４７】
　正孔輸送材料としては、上記一般式（３）、（４）または（５）で表されるスチルベン
化合物のうちの少なくとも１種を用いることが必要であり、これとともに、ヒドラゾン化
合物、ピラゾリン化合物、ピラゾロン化合物、オキサジアゾール化合物、オキサゾール化
合物、アリールアミン化合物、ベンジジン化合物、他のスチルベン化合物、スチリル化合
物、ポリ－Ｎ－ビニルカルバゾール、ポリシラン等を、単独で、または、適宜組合せて使
用することができる。本発明において用いられる正孔輸送材料としては、光照射時に発生
する正孔の輸送能力が優れていることに加えて、電荷発生材料との組み合せに好適なもの
が好ましい。正孔輸送材料の含有量は、単層型感光層５の固形分に対して、好適には、３
～８０質量％、より好適には５～６０質量％である。
【００４８】
　電子輸送材料（アクセプター性化合物）としては、無水琥珀酸、無水マレイン酸、ジブ
ロモ無水琥珀酸、無水フタル酸、３－ニトロ無水フタル酸、４－ニトロ無水フタル酸、無
水ピロメリット酸、ピロメリット酸、トリメリット酸、無水トリメリット酸、フタルイミ
ド、４－ニトロフタルイミド、テトラシアノエチレン、テトラシアノキノジメタン、クロ
ラニル、ブロマニル、ｏ－ニトロ安息香酸、マロノニトリル、トリニトロフルオレノン、
トリニトロチオキサントン、ジニトロベンゼン、ジニトロアントラセン、ジニトロアクリ
ジン、ニトロアントラキノン、ジニトロアントラキノン、チオピラン系化合物、キノン系
化合物、ベンゾキノン化合物、ジフェノキノン系化合物、ナフトキノン系化合物、アント
ラキノン系化合物、スチルベンキノン系化合物、アゾキノン系化合物等を挙げることがで
きる。これら電子輸送材料は、単独で、または、２種以上で組み合わせて使用することが
可能である。電子輸送材料の含有量は、単層型感光層５の固形分に対して、好適には１～
５０質量％、より好適には５～４０質量％である。
【００４９】
　本発明においては、単層型感光層５の樹脂バインダとして、上記一般式（１）および（
２）で表される構造単位の共重合物からなるポリカーボネート樹脂を用いることが必要で
ある。かかる共重合ポリカーボネート樹脂としては、上記と同様のものを挙げることがで
きる。
【００５０】
　単層型感光層５の樹脂バインダとして、上記共重合ポリカーボネート樹脂は、単独で使
用してもよく、また、他の樹脂と混合して用いてもよい。かかる他の樹脂としては、上記
共重合ポリカーボネート樹脂以外の、ビスフェノールＡ型、ビスフェノールＺ型、ビスフ
ェノールＡ型－ビフェニル共重合体、ビスフェノールＺ型－ビフェニル共重合体などの各
種ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレン樹脂、ポリエステル樹脂、ポリビニルアセター
ル樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルアルコール樹脂、塩化ビニル樹脂、酢酸
ビニル樹脂、ポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、アクリル樹脂、ポリウレタン樹脂
、エポキシ樹脂、メラミン樹脂、シリコーン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリスチレン樹脂、
ポリアセタール樹脂、ポリアリレート樹脂、ポリスルホン樹脂、メタクリル酸エステルの
重合体およびこれらの共重合体などを用いることができる。さらに、分子量の異なる同種
の樹脂を混合して用いてもよい。樹脂バインダの含有量は、単層型感光層５の固形分に対
して、好適には１０～９０質量％、より好適には２０～８０質量％である。
【００５１】
　単層型感光層５の添加剤としては、上記一般式（６）で表されるジエステル化合物のう
ちの少なくとも１種を用いることが必要である。単層型感光層５における上記添加剤の含
有量は、単層型感光層５の固形分に対して、好適には０．０５～２０質量％、より好適に
は０．１～１５質量％、さらに好適には０．５～１０質量％である。
【００５２】
　単層型感光層５の膜厚は、実用的に有効な表面電位を維持するためには３～１００μｍ
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の範囲が好ましく、５～４０μｍの範囲がより好ましい。
【００５３】
（正帯電積層型感光体）
　正帯電積層型感光体において、電荷輸送層４は、主として電荷輸送材料と樹脂バインダ
とにより構成される。かかる電荷輸送層４の電荷輸送材料および樹脂バインダとしては、
負帯電積層型感光体に係る電荷輸送層４について挙げたものと同じ材料を用いることがで
きる。また、各材料の含有量、および、電荷輸送層４の膜厚についても、負帯電積層型感
光体におけるのと同様とすることができる。なお、樹脂バインダとしては、上記一般式（
１）および（２）で表される構造単位の共重合物からなるポリカーボネート樹脂を任意に
用いることができる。
【００５４】
　電荷輸送層４上に設けられる電荷発生層３は、主として電荷発生材料、正孔輸送材料、
電子輸送材料（アクセプター性化合物）および樹脂バインダからなる。かかる電荷発生層
３の電荷発生材料、正孔輸送材料、電子輸送材料および樹脂バインダとしては、単層型感
光体における単層型感光層５について挙げたものと同じ材料を用いることができる。各材
料の含有量、および、電荷発生層３の膜厚についても、単層型感光体における単層型感光
層５と同様とすることができる。
【００５５】
　正帯電積層型感光体においては、電荷発生層３の正孔輸送材料として、上記一般式（３
）、（４）または（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種を含有させ
、電荷発生層３の樹脂バインダとして、上記一般式（１）および（２）で表される構造単
位の共重合物からなるポリカーボネート樹脂を含有させることが必要である。また、電荷
発生層３の添加剤として、上記一般式（６）で表されるジエステル化合物をのうちの少な
くとも１種を含有させることが必要である。さらに、必要に応じて、電荷輸送層４にも、
添加材として構造式（６）で表される化合物を用いることができる。
【００５６】
　本発明においては、積層型または単層型のいずれの感光層中にも、上記添加剤に加えて
、耐環境性や有害な光に対する安定性を向上させる目的で、酸化防止剤や光安定剤などの
劣化防止剤を含有させることができる。このような目的に用いられる化合物としては、ト
コフェロールなどのクロマノール誘導体およびエステル化化合物、ポリアリールアルカン
化合物、ハイドロキノン誘導体、エーテル化化合物、ジエーテル化化合物、ベンゾフェノ
ン誘導体、ベンゾトリアゾール誘導体、チオエーテル化合物、フェニレンジアミン誘導体
、ホスホン酸エステル、亜リン酸エステル、フェノール化合物、ヒンダードフェノール化
合物、直鎖アミン化合物、環状アミン化合物、ヒンダードアミン化合物等が挙げられる。
【００５７】
　また、上記感光層中には、形成した膜のレベリング性の向上や潤滑性の付与を目的とし
て、シリコーンオイルやフッ素系オイル等のレベリング剤を含有させることもできる。さ
らに、膜硬度の調整、摩擦係数の低減、潤滑性の付与等を目的として、酸化ケイ素（シリ
カ）、酸化チタン、酸化亜鉛、酸化カルシウム、酸化アルミニウム（アルミナ）、酸化ジ
ルコニウム等の金属酸化物、硫酸バリウム、硫酸カルシウム等の金属硫化物、窒化ケイ素
、窒化アルミニウム等の金属窒化物の微粒子、または、４フッ化エチレン樹脂等のフッ素
系樹脂粒子、フッ素系クシ型グラフト重合樹脂等を含有させてもよい。さらにまた、必要
に応じて、電子写真特性を著しく損なわない範囲で、その他公知の添加剤を含有させるこ
ともできる。
【００５８】
　本発明の感光体の製造方法は、導電性基体上に塗布液を塗布して感光層を形成する工程
を含み、塗布液として、上記一般式（１）で表される構造単位と上記一般式（２）で表さ
れる構造単位との共重合物を含むポリカーボネート樹脂、上記一般式（３）、（４）また
は（５）で表されるスチルベン化合物のうちの少なくとも１種、および、上記一般式（６
）で表されるジエステル化合物のうちの少なくとも１種を含有するものを用いる点に特徴
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を有する。本発明において、かかる塗布液には、浸漬塗布法または噴霧塗布法等の種々の
塗布方法を適用することが可能であり、いずれかの塗布方法に限定されるものではない。
【００５９】
　本発明の電子写真用感光体は、各種マシンプロセスに適用することにより所期の効果が
得られるものである。具体的には、ローラや、ブラシを用いた接触帯電方式、コロトロン
、スコロトロンなどを用いた非接触帯電方式等の帯電プロセス、および、非磁性一成分、
磁性一成分、二成分などの現像方式を用いた接触現像および非接触現像方式などの現像プ
ロセスにおいても、十分な効果を得ることができる。
【００６０】
　一例として、図２に、本発明の電子写真用感光体を搭載した電子写真装置の概略構成図
を示す。本発明の電子写真装置６０は、導電性基体１と、その外周面上に被覆された下引
き層２および感光層３００とを含む、本発明の電子写真用感光体７を搭載している。さら
に、この電子写真装置６０は、感光体７の外周縁部に配置された、ローラ帯電部材２１と
、このローラ帯電部材２１に印加電圧を供給する高圧電源２２と、像露光部材２３と、現
像ローラ２４１を備えた現像器２４と、給紙ローラ２５１および給紙ガイド２５２を備え
た給紙部材２５と、転写帯電器（直接帯電型）２６と、クリーニングブレード２７１を備
えたクリーニング装置２７と、除電部材２８と、から構成される。また、本発明の電子写
真装置６０は、カラープリンタとすることができる。
【実施例】
【００６１】
　以下、本発明の具体的態様を、実施例を用いてさらに詳細に説明する。本発明はその要
旨を超えない限り、以下の実施例によって限定されるものではない。
【００６２】
実施例１
　アルコール可溶性ナイロン（東レ（株）製、商品名「ＣＭ８０００」）３質量部と、ア
ミノシラン処理された酸化チタン微粒子７質量部とを、メタノール９０質量部に溶解、分
散させて、塗布液Ａを調製した。導電性基体１としての外径３０ｍｍのアルミニウム製円
筒の外周に、この塗布液Ａを浸漬塗工し、温度１００℃で３０分間乾燥して、膜厚３μｍ
の下引き層２を形成した。
【００６３】
　電荷発生材料としてのＹ型チタニルフタロシアニン１質量部と、樹脂バインダとしての
ポリビニルブチラール樹脂（積水化学（株）製、商品名「エスレックＫＳ－１」）１．５
質量部とをジクロロメタン６０質量部に溶解、分散させて、塗布液Ｂを調製した。上記下
引き層２上に、この塗布液Ｂを浸漬塗工し、温度８０℃で３０分間乾燥して、膜厚０．２
５μｍの電荷発生層３を形成した。
【００６４】
　電荷輸送材料としての前記式（３－１）で示される化合物７０質量部と、樹脂バインダ
としての下記式、

で示される共重合ポリカーボネート樹脂（樹脂（１），粘度平均分子量４００００）１３
０質量部と、前記化学式（６－１）で示される添加剤１０質量部とを、ジクロロメタン１
０００質量部に溶解して、塗布液Ｃを調製した。上記電荷発生層３上に、塗布液Ｃを浸漬
塗工し、温度９０℃で６０分間乾燥して、膜厚２５μｍの電荷輸送層４を形成し、負帯電
積層型感光体を作製した。
【００６５】
実施例２
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　実施例１で使用した前記化学式（６－１）で示される添加剤を、前記化学式（６－２）
で示される添加剤に変えた以外は実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。
【００６６】
実施例３
　実施例１で使用した樹脂（１）の分子量を５００００に変え、添加剤の量を０．２質量
部に変えた以外は実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。
【００６７】
実施例４
　実施例３で使用した添加剤の量を１質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、感
光体を作製した。
【００６８】
実施例５
　実施例３で使用した添加剤の量を２質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、感
光体を作製した。
【００６９】
実施例６
　実施例３で使用した添加剤の量を１０質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、
感光体を作製した。
【００７０】
実施例７
　実施例３で使用した添加剤の量を２０質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、
感光体を作製した。
【００７１】
実施例８
　実施例３で使用した添加剤の量を３０質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、
感光体を作製した。
【００７２】
実施例９
　実施例３で使用した添加剤の量を４０質量部に変えた以外は実施例３と同様の方法で、
感光体を作製した。
【００７３】
実施例１０
　実施例３で使用した前記化学式（６－１）で示される添加剤を、前記化学式（６－２）
で示される添加剤に変えた以外は実施例３と同様の方法で、感光体を作製した。
【００７４】
実施例１１
　実施例１０で使用した添加剤の量を１質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法で
、感光体を作製した。
【００７５】
実施例１２
　実施例１０で使用した添加剤の量を２質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法で
、感光体を作製した。
【００７６】
実施例１３
　実施例１０で使用した添加剤の量を１０質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法
で、感光体を作製した。
【００７７】
実施例１４
　実施例１０で使用した添加剤の量を２０質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法
で、感光体を作製した。
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【００７８】
実施例１５
　実施例１０で使用した添加剤の量を３０質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法
で、感光体を作製した。
【００７９】
実施例１６
　実施例１０で使用した添加剤の量を４０質量部に変えた以外は実施例１０と同様の方法
で、感光体を作製した。
【００８０】
実施例１７
　実施例５において、さらに、前記化学式（６－２）で示される添加剤を２質量部加えた
以外は実施例５と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８１】
実施例１８
　実施例６において、さらに、前記化学式（６－２）で示される添加剤を１０質量部加え
た以外は実施例６と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８２】
実施例１９
　実施例７において、さらに、前記化学式（６－２）で示される添加剤を２０質量部加え
た以外は実施例７と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８３】
実施例２０
　実施例６で使用した樹脂（１）の量を１４０質量部に変え、電荷輸送材料の量を６０質
量部に変えた以外は実施例６と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８４】
実施例２１
　実施例１３で使用した樹脂（１）の量を１４０質量部に変え、電荷輸送材料の量を６０
質量部に変えた以外は実施例１３と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８５】
実施例２２
　実施例６で使用した樹脂（１）の量を１１０質量部に変え、電荷輸送材料の量を９０質
量部に変えた以外は実施例６と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８６】
実施例２３
　実施例１３で使用した樹脂（１）の量を１１０質量部に変え、電荷輸送材料の量を９０
質量部に変えた以外は実施例１３と同様の方法で、感光体を作製した。
【００８７】
実施例２４
　実施例１で使用した樹脂（１）の分子量を６００００に変えた以外は実施例１と同様の
方法で、感光体を作製した。
【００８８】
実施例２５
　実施例２で使用した樹脂（１）の分子量を６００００に変えた以外は実施例２と同様の
方法で、感光体を作製した。
【００８９】
実施例２６
　実施例１で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９０】
実施例２７
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　実施例２で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例２と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９１】
実施例２８
　実施例３で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例３と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９２】
実施例２９
　実施例４で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例４と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９３】
実施例３０
　実施例５で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例５と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９４】
実施例３１
　実施例６で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
、実施例６と同様の方法で感光体を作製した。
【００９５】
実施例３２
　実施例７で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例７と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９６】
実施例３３
　実施例８で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例８と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９７】
実施例３４
　実施例９で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外は
実施例９と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９８】
実施例３５
　実施例１０で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１０と同様の方法で、感光体を作製した。
【００９９】
実施例３６
　実施例１１で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１１と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１００】
実施例３７
　実施例１２で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１２と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０１】
実施例３８
　実施例１３で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１３と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０２】
実施例３９
　実施例１４で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１４と同様の方法で、感光体を作製した。
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実施例４０
　実施例１５で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１５と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０４】
実施例４１
　実施例１６で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１６と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０５】
実施例４２
　実施例１７で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１７と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０６】
実施例４３
　実施例１８で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１８と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０７】
実施例４４
　実施例１９で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例１９と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０８】
実施例４５
　実施例２０で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２０と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１０９】
実施例４６
　実施例２１で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２１と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１０】
実施例４７
　実施例２２で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２２と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１１】
実施例４８
　実施例２３で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２３と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１２】
実施例４９
　実施例２４で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２４と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１３】
実施例５０
　実施例２５で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例２５と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１４】
実施例５１
　実施例１で使用した樹脂（１）を下記構造式で示される樹脂（２）（粘度平均分子量５
００００）に変えた以外は実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。
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【０１１５】
実施例５２
　実施例５１で使用した前記化学式（６－１）で示される添加剤を、前記化学式（６－２
）で示される添加剤に変えた以外は実施例５１と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１６】
実施例５３
　実施例５１で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例５１と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１７】
実施例５４
　実施例５２で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は実施例５２と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１１８】
実施例５５
　実施例１で使用した樹脂（１）を下記構造式で表す樹脂（３）（粘度平均分子量５００
００）に変えた以外は実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。

【０１１９】
実施例５６
　実施例５５で使用した前記化学式（６－１）で示される添加剤を、前記化学式（６－２
）で示される添加剤に変えた以外は実施例５５と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１２０】
実施例５７
　実施例５５で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は、実施例５５と同様の方法で感光体を作製した。
【０１２１】
実施例５８
　実施例５６で使用した電荷輸送材料を前記式（４－１）で示される化合物に変えた以外
は、実施例５５と同様の方法で感光体を作製した。
【０１２２】
比較例１
　実施例１で使用した樹脂を下記構造式で表す樹脂（４）（粘度平均分子量５００００）
に変えた以外は実施例１と同様の方法で、感光体を作製した。

【０１２３】
比較例２
　実施例２で使用した樹脂を樹脂（４）に変えた以外は実施例２と同様の方法で、感光体
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を作製した。
【０１２４】
比較例３
　実施例２６で使用した樹脂を樹脂（４）に変えた以外は実施例２６と同様の方法で、感
光体を作製した。
【０１２５】
比較例４
　実施例２７で使用した樹脂を樹脂（４）に変えた以外は実施例２７と同様の方法で、感
光体を作製した。
【０１２６】
比較例５
　比較例１で使用した樹脂を下記構造式で表す樹脂（５）（粘度平均分子量５００００）
に変えた以外は比較例１と同様の方法で、感光体を作製した。

【０１２７】
比較例６
　比較例２で使用した樹脂を樹脂（５）に変えた以外は比較例２と同様の方法で、感光体
を作製した。
【０１２８】
比較例７
　比較例３で使用した樹脂を樹脂（５）に変えた以外は比較例３と同様の方法で、感光体
を作製した。
【０１２９】
比較例８
　比較例４で使用した樹脂を樹脂（５）に変えた以外は比較例４と同様の方法で、感光体
を作製した。
【０１３０】
比較例９
　実施例６で使用した電荷輸送材料を下記構造式（９）で示される化合物に変えた以外は
実施例６と同様の方法で、感光体を作製した。

【０１３１】
比較例１０
　実施例１３で使用した電荷輸送材料を前記式（９）で示される化合物に変えた以外は実
施例１３と同様の方法で、感光体を作製した。
【０１３２】
比較例１１
　実施例６において、添加剤を加えない以外は実施例６と同様の方法で、感光体を作製し
た。
【０１３３】
比較例１２
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　実施例３５において、添加剤を加えない以外は実施例３５と同様の方法で、感光体を作
製した。
【０１３４】
実施例５９
　実施例６の添加剤の量を５０質量部に変えた以外は実施例６と同様の方法で、感光体を
作製した。
【０１３５】
実施例６０
　実施例３５の添加剤の量を５０質量部に変えた以外は実施例３５と同様の方法で、感光
体を作製した。
【０１３６】



(26) JP 5871061 B2 2016.3.1

10

20

30

40

【表１】

【０１３７】
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【表２】

【０１３８】
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【０１３９】
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【表４】

【０１４０】
＜感光体の評価＞
　上述した実施例１～６０および比較例１～１２で作製した感光体の電気特性、実機特性
および耐ソルベントクラック特性を、下記の方法で評価した。その結果を、下記の表中に
示す。
【０１４１】
＜電気特性＞
　実施例１～６０および比較例１～１２で作製した感光体について、温度２２℃、湿度５
０％の環境で、感光体の表面を暗所にてコロナ放電により－６５０Ｖに帯電せしめた後、
帯電直後の表面電位Ｖ０を測定した。続いて、暗所で５秒間放置後、表面電位Ｖ５を測定
して、下記計算式（１）、
Ｖｋ５＝Ｖ５／Ｖ０×１００　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
に従って、帯電後５秒後における電位保持率Ｖｋ５（％）を求めた。次に、ハロゲンラン
プを光源とし、フィルターを用いて７８０ｎｍに分光した１．０μＷ／ｃｍ２の露光光を
、感光体に、表面電位が－６００Ｖになった時点から５秒間照射して、表面電位が－３０
０Ｖとなるまで光減衰するのに要する露光量をＥ１／２（μＪ／ｃｍ２）、露光後５秒後
の感光体表面の残留電位をＶｒ５（－Ｖ）として評価した。
【０１４２】
＜光応答性＞
　実施例１～６０および比較例１～１２で作製した感光体について、温度５℃、湿度１０
％の環境で、Ｃｙｎｔｈｉａ ９３を用いて、感光体の表面を暗所にて－８００Ｖに帯電
させた後、感光体を回転させ（１６７ｒｐｍ）、０．３５μＪ／ｃｍ２の光量での露光を
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表面電位の測定を行った。９０ｍｓ後と３０ｍｓ後の表面電位の差を応答性として評価し
た。
【０１４３】
＜実機特性＞
　実施例１～６０および比較例１～１２で作製した感光体について、感光体の表面電位も
測定できるように改造を施したＨＰ製のプリンターＬＪ４２５０に搭載して、低温低湿（
ＬＬ）から高温高湿（ＨＨ）までの使用環境ごとの感光体の露光部電位を評価した。また
、画像評価（メモリー評価）も実施した。
【０１４４】
　次に、上記実施例１～６０および比較例１～１２において作製した感光体を、感光体の
表面電位も測定できるように改造を施した、２成分現像方式のデジタル複写機（キャノン
社製，ｉｍａｇｅ　Ｒｕｎｎｅｒ　ｃｏｌｏｒ　２８８０）に搭載し、さらに、Ａ４用紙
１００００枚を印字し、印字前後の露光部電位（ＶＬ）を測定して電位安定性を評価する
とともに、感光体の膜厚を測定して、印字後の磨耗量（μｍ）について評価を実施した。
同時に画像評価（メモリー評価）も実施した。
【０１４５】
　なお、画像評価は、前半部分にチェッカーフラッグ模様、後半部分にハーフトーンを施
した画像サンプルの印字評価において、ハーフトーン部分にチェッカーフラッグが映り込
むメモリー現象の有無を読み取ることにより行った。結果は、メモリーが観察されなかっ
たものには○を、メモリーがやや観察されたものには△を、メモリーが明確に観察された
ものには×を示し、元の画像と濃淡が同様に現れたものについては（ポジ）の判定、元の
画像と濃淡が逆に、すなわち、反転して画像が現れたものについては（ネガ）の判定を行
った。
【０１４６】
＜耐ソルベントクラック性＞
　上記実機特性の評価と同じ条件にて、実施例１～６０および比較例１～１２において作
製した感光体を用いて１０枚印字した後、各感光体をケロシンに６０分間浸漬させた。そ
の後、再度同条件下で白紙を印刷して、クラックによって生じる印字不具合（黒スジ）の
有無を確認した。画像の黒スジがある場合を○、ない場合を×として示した。
【０１４７】
　これらの結果を、下記の表中にそれぞれ示す。
【０１４８】
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【表５】

＊１）温度５℃，湿度１０％
＊２）温度２５℃，湿度５０％
＊３）温度３５℃，湿度８５％
【０１４９】
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【表６】

【０１５０】
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【表７】

【０１５１】
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【表８】

【０１５２】
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【表９】

【０１５３】
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【表１０】

【０１５４】
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【表１１】

【０１５５】
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【表１２】

【０１５６】
　上記表中の結果から、本発明に係る樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤の組合せ
を使用した場合、初期の電気特性について、比較例１～１０と比べて高感度かつ低残留電
位が実現されることが明らかとなった。また、添加剤を添加しない比較例１１，１２と比
べても、本発明に係る添加剤を使用することによる大きな初期感度の変動はほとんど見ら
れないことが明らかとなった。
【０１５７】
　さらに、上記表中の結果から、本発明に係る樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤
の組合せを使用した場合、電位や画像の環境依存性が小さくなり、特に、低温低湿でのメ
モリが大きく改善されることが明らかとなった。
【０１５８】
　さらにまた、上記表中の結果から、本発明に係る樹脂バインダ、電荷輸送材料および添
加剤の組合せを使用した場合、初期の電気特性および各環境での電位特性が良好であり、
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耐刷時において、装置内のオゾンやＮＯｘ等の影響なしで安定的な電位推移を示しており
、電位変化や膜削れ量が低減されるとともに、良好な耐ソルベントクラック性が得られて
いることが確認された。
【０１５９】
　以上により、本発明に係る樹脂バインダ、電荷輸送材料および添加剤の組合せを用いる
ことによって、電気特性を損なうことなく、磨耗量の少ない優れた電子写真用感光体が得
られることが確かめられた。
【符号の説明】
【０１６０】
１　導電性基体
２　下引き層
３　電荷発生層
４　電荷輸送層
５　単層型感光層
７　感光体
２１　ローラ帯電部材
２２　高圧電源
２３　像露光部材
２４　現像器
２４１　現像ローラ
２５　給紙部材
２５１　給紙ローラ
２５２　給紙ガイド
２６　転写帯電器（直接帯電型）
２７　クリーニング装置
２７１　クリーニングブレード
２８　除電部材
６０　電子写真装置
３００　感光層
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